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1. アンケート調査の概要 

 実施時期：2022 年８～９月 

 調査対象： 

【企業調査】一般社団法人 全国警備業協会加盟企業 

【従業員調査】上記に勤務する下記従業員 

① 70 歳以上の従業員 

② 60 歳代の従業員 

③ 59 歳代の従業員 

 配布方法：郵送配布、郵送回収 

 

 配布・回収状況 

 配布票数 回収数 有効回収数（率） 

企業 1,000 票 544 票   542 票（54.2%） 

従業員 4,000 票 2,070 票 2,060 票（51.5%） 

 

(１) 回答企業の概要と従業員の状況 

① 従業員規模（企業の回答） 

従業員規模をみると、「50 人以下」の企業が 32.5%で最も多く、次いで「101～300

人」（27.3%）、「51～100 人」（20.3%）で、「301 人以上」は 16.6%と少なく、規模の

小さな企業が多いことがわかる。 

 

図表 18 従業員規模 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

50人以下

32.5%

51～100 人以下

20.3%

101 ～300 人以下

27.3%

301 人以上

16.6%

無回答

3.3% N=542
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50.7

29.7

31.9

46.9

54.8

72.6

59.1

24.0

19.8

19.4

25.9

21.1

17.3

23.4

9.7

16.1

13.3

16.4

11.5

5.3

8.5

7.8

17.1

15.3

8.3

8.2

3.0

5.3

7.8

17.3

20.0

2.5

4.3

1.8

3.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=515)

１号業務（施設警備）(n=384)

２号業務(n=413)

３号業務(n=57)

４号業務(n=18)

機械警備(n=106)

事務・その他(n=235)

49歳以下 50～59歳以下 60～64歳以下 65～69歳以下 70歳以上

② 従業員の年齢構成（企業の回答） 

主たる警備業務種類を全体でみると、「49 歳以下」が約半数（50.7%）で最も多く、

以下「50～59 歳」（24.0%）、「60～64 歳」（9.7%）、60 歳以上の高齢者の割合は 25.3%

を占めている。 

 

図表 19 従業員の年齢構成（企業の回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 従業員の年齢構成（全従業員の回答） 

全体でみると、「59歳以下」が 29.2%とやや多いものの、「60～64歳」「65～69歳」

「70 歳以上」はいずれも 23%程度となっている。 

 

図表 20 従業員の年齢構成（全従業員の回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

29.2

25.1

29.5

38.1

23.8

24.2

23.3

24.5

23.5

24.9

23.8

19.9

22.8

24.8

23.0

16.8

0.7

1.0

0.4

0.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体（N=2060）

施設警備業務

（N=698）

雑踏・交通警備業務

（N=1064）

その他（N=286）

59歳以下 60歳～64歳 65歳～69歳 70歳以上 無回答
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貴社で定年を迎え、

その後も継続雇用で

勤務している従業員

42.2%

警備業務経験があるが、

貴社の定年年齢以降に

他社から転職してきた

従業員

10.8%

警備業務経験がなく、

貴社の定年年齢以降に

他社からから転職してきた

従業員

28.4%

その他・不明

18.6%

N=399

正規社員

（フルタイム）

53.1%

正規社員

（無期雇用：短時間・短日数等）

6.8%

有期雇用社員

（嘱託・契約社員等）

25.6%

有期雇用社員（季節）

0.5%

有期雇用社員

（パート）

11.3%

その他

0.9%

無回答

1.8%

N=2060

④ 従業員の勤務形態（全従業員の回答） 

勤務形態別にみると、「正規社員（フルタイム）」が約半数（53.1%）と多く、次い

で「有期雇用社員（嘱託・契約社員等）」が 25.6%、「有期雇用社員（パート）」が

11.3%となっている。 

 

図表 21 従業員の勤務形態（全従業員の回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 定年年齢を超えた従業員の定年前のキャリア（企業の回答） 

定年年齢を超えて勤務している従業員の定年前のキャリアをみると、「貴社で定年

を迎え、その後も継続雇用」が 42.2%で最も多いが、「警備経験がなく、貴社の定年

年齢以降に他社から転職」も 28.4%いる。それらに比べると「警備業経験はあるが、

貴社の定年年齢以降に他社から転職」は 10.8%と少ない。 

 

図表 22 定年年齢を超えた従業員の定年前のキャリア 
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60歳代前半（60～64歳）層の

従業員であれば積極的に

活用したい

25.6%

60歳代前半層も

60歳代後半層の従業員でも

積極的に活用したい

41.5%

60歳代はもちろん

70歳を超えた従業員でも

積極的に活用したい

29.7%

60歳以上の従業員を

活用することは考えていない

1.8%

無回答

1.3% N=542

⑥ 従業員の過不足感（企業の回答） 

全体でみると、不足（「大変不足」＋「やや不足」）を感じているのは 93.9%と極め

て多い。不足を感じていない（「あまり不足していない」＋「不足していない」）のは

5.5%にとどまる。 

 

図表 23 従業員過不足感 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦ 60 歳以上の積極的活用（企業の回答） 

60 歳以上の積極的な活用意向を全体でみると、「60 代後半層でも積極的に活用した

い」が 41.5%で最も多い。以下、「70 歳を超えた従業員も活用したい」が 29.7%で続

いている。人手不足感も反映し、70 歳以上の活用にも積極的であることがわかる。 

 

図表 24 高齢者の積極的活用意向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大変不足している

55.9%
やや不足している

38.0%

あまり不足していない

4.2%

不足していない

1.3%
無回答

0.6%
N=542
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定年制を定めており、

その年齢は一律である

74.1%

定年制を定めており、

役職や職種によって

定年年齢は異なる

4.8%

ある年齢範囲で定めてい

る定年年齢内で選べる

（選択定年制度）

1.5%

定年年齢は

定めていない

18.5%

無回答

1.1% N=542

60歳

41.5%

61～64歳

3.5%

65歳

36.6%

66歳以上

17.7%

無回答

0.7% N=402

(２) 警備業における高齢者雇用の現状 

① 正社員の定年年齢と定年制の今後の方針について（企業の回答） 

正社員の定年制は、「一律である」が 74.1%と圧倒的に多い。その場合の定年年齢は

「60 歳」が 41.5%を占めて最も多く、次いで「65 歳」が 36.6%ある。 

 

図表 25 正社員の定年年齢（企業の回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 継続雇用で、上限年齢を定めており、その年齢が一律の場合（企業の回答） 

一律である上限年齢は、「70 歳」が 48.0%で最も多く、「71 歳以上」が 34.7%、「65

歳」が 12.0%となっている。 

 

図表 26 雇用延長時の退職年齢（企業の回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

74.1%の内訳 

64歳以下

1.3%
65歳

12.0%

66～69歳

2.7%

70歳

48.0%
71歳～74歳

2.7%

75歳～79歳

21.3%

80歳

8.0%

81歳以上

2.7%

無回答

1.3% N=75
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ャ
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な
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層
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層
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理
職
の
潤
滑
油
と
な
る

そ
の
他

特
に
な
い

（％）
N=542

(３) 高齢者雇用のメリットと課題 

① 60 歳以上の従業員を雇用するメリット（企業の回答） 

60 歳以上の従業員を雇用するメリットをみると、「若手・中堅の採用困難さや退職者

増に伴う要員不足への欠員対応」（87.1%）が８割以上と特に多い。以下、「定着率、能

力等で労働力として安定しており信頼できる」(48.3%）、「技術や技能、スキルの継承

の観点で熟練の労働者を活用できる」（40.8%）などもメリットと考えるところが多い。 

 

図表 27 60 歳以上の従業員を活用するメリット(企業の回答) 
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21.0 

14.4 

12.5 

12.0 

11.8 

11.4 

8.1 

7.6 

7.4 

6.6 

3.9 

3.0 

2.6 

1.7 

1.7 

1.3 

1.3 

19.7 

39.9

34.3

38.4

36.7

16.6

44.6

20.5

15.1

24.4

26.6

17.2 

13.7

11.6

4.6

10.1 

3.9

1.8

7.0 

58.3

46.3

68.3

73.1

30.6

84.5

48.9

29.2

57.9

51.3

54.4

36.9

33.8

13.8

24.7

17.0

2.4

2.8

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

新しい機械・機器や設備に

慣れるのに時間がかかる

改善などへの抵抗感がある

新たな職務への対応が難しい

加齢に伴い安全管理上の

問題が増加する

急に辞めてしまうかわからない

健康・体力面で不安がある

体調不良などで急に休んで

しまうことが多くなる

モチベーションを

維持・向上させることが難しい

突発的な出来事への

対応がこころもとない

夜間勤務や休日勤務などに

対応できないことが多い

加齢に伴い本人の

経験や技能が活かせなくなる

作業スピードが遅く

生産性が下がっている

屋外労働や悪天候下の仕事に

対応できないことが多い

職場でのコミュニケーションが減っている

（高齢者管理のため）

管理職の負担が増える

若手・中堅層の社員からの

高齢者雇用について理解が得られない

その他

特に問題はない

（％）

60～64歳(N=542)

65～69歳(N=542)

70歳以上(N=542)

※無回答は非表示

② 60 歳以上の従業員を活用する際の問題（企業の回答） 

60歳以上の従業員を活用する際の問題を「60～64歳」「65～69歳」「70歳以上」に分

けてみたところ、全体的に年齢が上がるに従って問題視する項目が増えている。「健康

面・体力面で不安がある」（11.4%/44.6%/84.5%）、「加齢に伴い安全管理上の問題が増

加する」（12.0%/36.7%/73.1%）、「新たな職務への対応が難しい（12.5%/38.4%/68.3%）

などで、特に 70 歳以上が大きく増えている。 

※数値は「60～64 歳」/「65～69 歳」/「70 歳以上」の順に掲載。 

 

図表 28 60 歳以上の従業員を活用する際の問題（企業の回答） 
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6.0 

4.3 

5.9 

6.7 

6.9 

59.2

52.6

68.2

63.7

55.2

27.3

32.8

22.4

21.5

31.0

5.5

6.9

3.5

5.2

6.9

2.1

3.4

0.0

3.0

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体（N=436）

50人以下（N=116）

51～100人以下（N=85）

101～300人以下（N=135）

301人以上（N=87）

在職老齢年金、高年齢雇用継続給付等公的給付の最大受給を前提
（公的給付金額関係なく）本人の能力や仕事内容、世間相場を考慮
公的給付と本人の能力や仕事内容、世間相場のバランスを考慮して
その他
無回答

48.8 

41.0 

44.2 

46.3 

66.7 

40.4

44.4

41.9

44.3

27.9

7.7

9.7

12.4

5.9

2.7

3.1

4.9

1.6

3.4

2.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体（N=649）

50人以下（N=144）

51～100人以下（N=129）

101～300人以下（N=203）

301人以上（N=147）

下がった 変わらなかった 上がった 無回答

(４) 賃金・評価制度について 

① 定年後の年収水準の考え方（企業の回答） 

定年後の年収水準の考え方全体でみると、「（公的給付金額は関係なく）本人の能

力や仕事内容、世間相場を考慮」が 59.2%で最も多く、次いで「公的給付と本人の能

力や仕事内容、世間相場を考慮」が 27.3%となっている。 

 

図表 29 定年後の年収水準の考え方（企業の回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 定年年齢以降 60 歳以上の従業員の定年前と比べた年収の変化（定年年齢以降 60 歳以

上の回答） 

定年前と比べた会社から受け取る年収賃金（公的給付を含まない）の変化を全体

でみると、「下がった」が 48.8%、「変わらない」が 40.4%で、「上がった」は 7.7%に

とどまる。 

 

図表 30 60 歳以上の従業員の定年前と比べた年収の変化（年金等含む） 

（定年年齢以降 60 歳以上の回答） 
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62.6 

46.1 

43.3 

40.1 

6.9 

8.3 

8.3 

9.4 

13.8 

14.7 

15.8 

16.5 

12.8 

16.3 

17.4 

19.5 

2.3

11.7

6.0

5.0

1.6

3.0

9.2

9.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

定年前の

正規社員

定年以降の

正規社員

定年前の

非正規社員

定年以降の

非正規社員

N=436

既に実施している 現在実施していないが、実施予定がある

現在実施していないが、実施可否を検討中 実施しておらず、実施可否の検討もしていない

対象者がいない、わからない 無回答

2.2 

1.9 

11.4 

2.5 

19.2

8.5

36.9

22.1

17.0

23.3

0.6

9.1

12.6

32.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

「年金、継続給付等

公的給付を含まない」

減少した年収の割合

「年金、継続給付等

公的給付を含めた」

減少した年収の割合

N=317

20％未満 20～40％未満 40～60％未満 60～80％未満

80～100 ％未満 100 ％以上 無回答

③ 定年前と比べた会社から受け取る年収賃金の下がった程度（定年年齢以降 60 歳以上

で、年収賃金の下がった人の回答） 

定年前と比べた会社から受け取る年収賃金の下がった程度を、「公的給付を含まな

い」年収についてみると平均は 59.4%になっており、「60～80%未満」が 36.9%、「40

～60%未満」（19.2%）、「80%以上」が 17.6%となっている。一方、「公的給付を含む」

年収でみると、（無回答が 32.5%と多いものの）平均は 74.3%である。「80～100%未満」

が 23.3%で最も多く、以下、「60～80%未満」（22.1%）が続いている。 

 

図表 31 定年前と比べた会社から受け取る年収賃金の下がった程度 

（定年年齢以降、60 歳以上、年収賃金が下がった人の回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 定年前後の従業員の人事考課制度について（企業の回答） 

定年前後の人事考課制度の導入状況をみると、定年前には、正規社員の 62.6%が

「既に実施している」が、定年以降は 46.1%に減少している。非正規社員の場合、定

年前でも「既に実施している」が 43.3%、定年以降が 40.1%であまり変化がみられな

い。今後の導入については、いずれの分類ともに違いはあまりみられない。 

 

図表 32 定年前後の従業員の人事考課制度(企業の回答) 
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64歳以下

4.6%

65歳

14.0%

66～69歳

2.6%

70歳

31.0%

71～74歳

5.3%

75歳

25.6%

76～79歳

3.7%

80歳以上

9.4%

無回答

3.8%

N=2060

平均 ： 71.5 歳

71.0 

45.4 

43.3 

42.9 

30.7 

29.1 

27.4 

18.8 

18.7 

11.1 

10.3 

3.4 

1.1 

0.9 

1.7 

2.6 

0 10 20 30 40 50 60 70 80

生活水準を維持するため

働く体力や気力があるから

老後の資金を確保するため

健康を維持するため

趣味や娯楽を楽しむお金を確保するため

家にいても仕方ないから

社会とのつながりを持つため

現在の仕事が好きだから

仕事を通じて社会に貢献するため

親や子供の生活を援助するため

住宅ローン返済や子供の学費等のため

仕事を通じて実現したい夢や希望があるから

やり残している仕事があるから

所属や肩書のなくなるのが不安だから

その他

特に理由はない

（％）

N=2060

(５) 現在の会社での勤続意向等について 

① 所属先で働きたい希望年齢（全従業員の回答） 

所属先で働きたい希望年齢をみると、「70 歳」が 31.0%、「75歳」が 25.6%、「80 歳

以上」も 9.4%、「65 歳」が 14.0%ある。働きたい希望年齢の平均が 71.5 歳である。 

 

図表 33 所属先で働きたい希望年齢（全従業員の回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 所属先で希望年齢まで働きたい理由（従業員の回答） 

所属先で希望年齢まで働きたい理由をみると、「生活水準を維持するため」が 71.0%

で特に多く、以下、「働く気力や体力があるから」（45.4%）、「老後の資金を確保するた

め」（43.3%）、「健康を維持するため」（42.9%）が上位を占めている。 

 

図表 34 所属先で希望年齢まで働きたい理由 
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③ 希望年齢まで働くために必要な能力・勤務態度（全従業員の回答） 

希望年齢まで働くために必要な能力・勤務態度をみると、「仕事におけるミスや遅れ

が少ないこと」が 70.7%で最も多く、以下、「勤務状況に問題がないこと」（51.7%）、

「チームワークをとれること」（50.5%）が半数以上と多い。 

 

図表 35 希望年齢まで働くために必要な能力・勤務態度について（全従業員の回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

70.7 

51.7 

50.5 

33.7 

28.5 

27.3 

26.8 

26.6 

17.4 

2.9 

0 10 20 30 40 50 60 70 80

仕事におけるミスや遅れが少ないこと

勤怠状況に問題がないこと

チームワークをとれること

トラブルへの対処ができること

部下や後輩の指導ができること

担当業務でのスキルが高いこと

専門的な知識・技能があること

チャレンジ精神や達成意欲があること

専門的な資格を持っていること

その他

（％）

N=2060
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23.9

17.8

17.7

17.4

16.4

15.8

14.4

13.9

11.5

11.4

9.9

9.3

8.0

7.5

6.7

6.2

4.5

4.0

26.8

0 10 20 30

定年後に賃金を下げないでほしい

体力や健康面を配慮した

仕事へ再配置、異動させてほしい

熱中症対策を徹底してほしい

就いている仕事の内容や責任の

違いに応じて賃金額を変えてほしい

個人に負荷を避けて、チーム編成等を

工夫して業務を依頼してほしい

定年後も賞与を支払ってほしい

体力や健康面を配慮し、

屋外労働や悪天候下の仕事を避けてほしい

体力や健康面を配慮し、

夜間勤務や交替勤務から外してほしい

高齢期の働き方や賃金について

話し合った上で職場に配属してほしい

責任（役割）を軽くしてほしい

仕事と自身の活動・通院等との

両立により多くの配慮をしてほしい

体力や健康面を配慮し、

短日・短時間勤務に就かせてほしい

健康状態の確認や仕事前の

準備体操など健康管理を徹底してほしい

仕事と（家族等の）介護等の両立のために

より多くの配慮をしてほしい

高齢期の働き方に対して考えるような

研修等の機会を与えてほしい

経験や能力を活かせるような

役割（教育係等）に就かせてほしい

機械化や省力化により

肉体的負担を軽減させてほしい

新しい機械・機器の活用方法等に

関する教育訓練を充実させてほしい

特になし・わからない

（％）

N=2060

④ 希望年齢まで働くために会社に要望したいこと（全従業員の回答） 

「特になし・わからない」が 26.8%と最も多く、以下「定年後に賃金を下げないで

ほしい」（23.9%）、「体力や健康面を配慮した仕事へ再配置・異動」（17.8%）、「熱中

症対策の徹底」（17.7%）「仕事の内容や責任の違いに応じた賃金」（17.4%）などとな

っている。 

 

図表 36 希望年齢まで働くための会社への要望（全従業員の回答） 
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12.7

7.8

7.1

7.5

11.0

18.5

8.1

12.3

10.9

76.7

51.7

51.4

50.8

69.0

58.9

70.7

67.2

70.2

8.1

32.0

32.4

30.4

16.1

17.6

17.2

15.9

15.2

0.8

6.7

6.8

8.4

1.9

3.2

2.0

2.5

1.9

1.7

1.7

2.3

2.9

1.9

1.8

2.0

2.1

1.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

仕事の内容

給与や賞与の額

給与のしくみ・決め方や評価の仕方

給与や賞与に対する会社からの説明

勤務日数、労働時間

休日の日数・休暇の取りやすさ

若い人など他の年齢層との人間関係

従業員の健康への配慮

いま、働いていることに対する総合的な満足度

N=2060

非常に満足している おおむね満足している あまり満足していない 全く満足していない 無回答

(６) 現在勤めている会社とあなたご自身の状況について 

① 現在の会社で働くことや、仕事の条件に対する満足度（全従業員の回答） 

満足度（「非常に満足している」＋「おおむね満足している」）を全体でみると、

「総合的な満足」は 81.1%と高い。また多くの項目では満足割合が８割前後を占めて

いるものの、給与や賞与に関する項目は 60%を下回りやや低い傾向がみられる。 

 

図表 37 現在の会社で働くことや、仕事の条件に対する満足度（全従業員の回答） 
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40.1 

16.8 16.5 16.5 15.0 
11.7 11.6 10.1 8.5 

6.1 5.7 5.5 4.3 
1.6 

29.9 

0

10

20

30

40

50

健
康
・体
力
面
で
不
安
が
あ
る

加
齢
に
伴
い
自
分
の
経
験
や
技
能
が
活
か
せ

な
く
な
る

新
た
な
職
務
へ
の
対
応
が
難
し
い

モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
維
持
・
向
上
さ
せ
る
こ
と
が

難
し
い

突
発
的
な
出
来
事
へ
の
対
応
が
こ
こ
ろ
も
と

な
い

夜
間
勤
務
や
休
日
勤
務
な
ど
に
対
応
で
き
な
い

こ
と
が
多
い

加
齢
に
伴
い
安
全
管
理
上
の
問
題
の
危
険
を

感
じ
る
こ
と
が
多
い

新
し
い
機
械
・
機
器
や
設
備
に
慣
れ
る
の
に

時
間
が
か
か
る

職
場
で
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
が
減
っ
て
い
る

屋
外
労
働
や
悪
天
候
下
の
仕
事
に
対
応
で
き
な

い
こ
と
が
多
い

作
業
ス
ピ
ー
ド
が
遅
く
生
産
性
が
下
が
っ
て

い
る

改
善
な
ど
へ
の
抵
抗
感
が
あ
る

体
調
不
良
な
ど
で
急
に
休
ん
で
し
ま
う
こ
と
が

多
い

そ
の
他

特
に
問
題
は
な
い

（％）

N=2060

② 現在仕事をする上で問題・不安に感じること（全従業員の回答） 

全体でみると、「健康・体力面で不安がある」が 40.1%で最も多く、以下「特に問

題はない」（29.9%）、「加齢に伴い自分の経験や技能が活かせなくなる」（16.8%）な

どが多くなっている。 

 

図表 38 現在仕事をする上で問題・不安に感じること（全従業員の回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  


